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 Ⅰ　国土計画局関係予算概算要求総括表

○公共事業関係費 （単位：百万円）
21年度 前年度 比　較 対前年度

事　　　　　　項 要求額 予算額 増△減 倍　　率
(A) (B) (A-B) (A/B)

１．地域自立・活性化交付金 35,000 25,000 10,000 1.40

２．国土形成事業調整費 240,000 35,000 205,000 6.86

３．景観形成事業推進費 23,750 20,000 3,750 1.19

４．災害対策等緊急事業推進費 29,688 25,000 4,688 1.19

合　　　　　　計 328,438 105,000 223,438 3.13

○行政経費 （単位：百万円）
21年度 前年度 比　較 対前年度

事　　　　　　項 要求額 予算額 増△減 倍　　率
(A) (B) (A-B) (A/B)

１．自立的な広域ブロックの形成 1,735 1,067 668 1.63

２．国土形成計画の推進等 1,084 1,114 △ 30 0.97

３．国土情報の整備及び地理空間情報の高度な活用の推進 1,044 807 237 1.29

４．総合的な交通体系整備の推進 81 72 9 1.12

５．モビリティサポートの推進 134 0 134 皆増

６．その他 336 424 △ 88 0.79

合　　　　　　計 4,414 3,484 930 1.27

 Ⅱ　政策の棚卸し等

（注）端数処理の関係で、合計、比較増△減は必ずしも一致しない。

「国土形成計画等の策定に関する経費」の廃止など、既存予算の厳格な見
直しを行い、新たな重要課題に取り組むこととする。
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Ⅲ 概算要求概要

○ 公共事業関係費

１．地域自立・活性化交付金
要求額 35,000 百万円 （対前年度比 1.40 倍）

自立的な広域ブロックの形成に向けたハード・ソフトが連携した取
組を効率的・効果的に実施するとともに、知恵と意欲のある地域の創
意工夫を最大限に活かすための支援を行う。

２．国土形成事業調整費
要求額 240,000 百万円 （対前年度比 6.86 倍）

広域ブロックの自立的な発展と地域の自立・活性化を図るため、国
土形成計画（全国計画、広域地方計画）等に基づく国と地方の協働に
よる地域戦略の具体化、定住自立圏等の整備の促進等に資する社会資
本の機動的な整備を図る。

３．景観形成事業推進費
要求額 23,750 百万円 （対前年度比 1.19 倍）

豊かで質の高い国民生活の実現に向けて、良好な景観の形成とこれ
。による観光立国の推進にも資する事業等のより一層円滑な推進を図る

４．災害対策等緊急事業推進費
要求額 29,688 百万円 （対前年度比 1.19 倍）

住民の安全・安心の確保に資することを目的とし、洪水・高潮・地
震・津波等の自然現象による災害を受けた地域、及び公共交通に係る
重大な事故が発生した箇所等において、緊急に実施すべき事業を迅速
に立ち上げ、又は推進を図る。
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○ 行政経費

１．自立的な広域ブロックの形成
要求額 1,735 百万円 （対前年度比 1.63 倍）

広域地方計画に関わる地域戦略を先導する地方公共団体や経済団体
等によるソフト事業の立ち上げ支援など、広域ブロックの自立的発展
を推進する。また、定住自立圏等の形成を促進するため、市町村の圏
域を越えて、地域住民の生活に必要な諸機能等を提供し、地域で自立
して暮らし続けられる環境づくりに総合的に取り組む地域経営活動の
立ち上げ支援を行う。

２．国土形成計画の推進等
要求額 1,084 百万円 （対前年度比 0.97 倍）

国土形成計画（全国計画・広域地方計画）の施策の具体化、計画内容
、 、の国民への普及・啓発 国土の姿と現状の継続的・定期的な把握により

多様な広域ブロックが自立的に発展する国土の構築と、美しく、暮らし
やすい国土の形成を図る。また、国会等の移転（首都機能の移転）に関
連する調査等を行う。

３．国土情報の整備及び地理空間情報の高度な活用の推進
要求額 1,044 百万円 （対前年度比 1.29 倍）

国土の状況についての科学的な分析等に資するよう国土情報の整備
等を推進するとともに、産学官の連携等により地理情報システム（Ｇ
ＩＳ）を用いた地理空間情報の活用を推進する。

４．総合的な交通体系整備の推進
要求額 81 百万円 （対前年度比 1.12 倍）

（政策統括官（国土・国会等移転担当）予算）

国土形成計画の推進に資する交通体系整備に向け、総合的観点から
調査・検討を行い、地域づくりを支える交通施策立案等を支援する。

５．モビリティサポートの推進
要求額 134 百万円 （皆増）

（政策統括官（国土・国会等移転担当）予算）

地域の発意による、ユビキタス技術等を活用した、あらゆる歩行者
が移動に関する情報をいつでも、どこでも入手できる街づくりについ
て、地域の先進的な取組に対し支援する。
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Ⅳ 個別事項

○ 公共事業関係費

１．地域自立・活性化交付金

自立的な広域ブロックの形成に向け、道路、港湾など国土交通省
の所管する社会資本整備全般にわたる各種基盤整備事業（ハード）
と地域の自由な発意による地域づくりへの支援（ソフト）が連携し
た取組を効率的・効果的に実施するとともに、知恵と意欲のある
地域の創意工夫を最大限に活かすための支援を行う。

◎予 算
○地域自立・活性化交付金

３５，０００百万円（前年度 ２５，０００百万円、１．４０倍）

【制度の概要】
（１）交付対象 都道府県
（２）対象事業

①基幹事業：道路、河川、鉄道、港湾、空港、下水道、住宅、
公園、土地区画整理事業、市街地再開発事業

②提案事業：都道府県の提案による調査、社会実験その他必
要な事業

（３）交付期間 ３～５年程度
（４）交付率 約４５％

【拡充の概要】
一定の要件を満たす場合に限度額に対する提案事業の割合を増やす
等制度の拡充を行う。

プロジェクトイメージ
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２．国土形成事業調整費

、広域ブロックの自立的な発展と地域の自立・活性化を図るため
国土形成計画（全国計画、広域地方計画）等に基づく国と地方の
協働による地域戦略の具体化、定住自立圏等の整備の促進等に資
する社会資本の機動的な整備を図る。

◎予 算

○国土形成事業調整費
２４０，０００百万円（前年度 ３５，０００百万円、６．８６倍）

【拡充の概要】
中心市と周辺市町村が連携し魅力あふれる地域を目指す定住自立圏
等の整備の促進を図るため、新たに「定住自立圏等形成促進の部」
（仮称）を創設する。

【対象事業例】

地域の観光資源と調和したまちづくり 物流拠点間を結ぶ幹線道路ネットワークの整備

良好な居住環境形成のための河川整備 海域保全のための海岸整備

（写真はイメージ）
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３．景観形成事業推進費

豊かで質の高い国民生活の実現に向けて、良好な景観の形成と
これによる観光立国の推進にも資する事業等について、年度途中
に機動的な予算措置を行うことで、より一層円滑な推進を図る。

◎予 算

○景観形成事業推進費
２３，７５０百万円（前年度 ２０，０００百万円、１．１９倍）

【対象事業例】

電線類の地中化

歴史的景観と調和した河川整備

シンボルロードの整備

駅前広場の整備

水辺空間の創出

歴史的街並みの保全と活用

路面の石畳化

（写真はイメージ）

歴史的景観に配慮した公園整備
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４．災害対策等緊急事業推進費

住民の安全・安心の確保に資することを目的とし、洪水・高潮
・地震・津波等の自然現象による災害を受けた地域、及び公共交
通に係る重大な事故が発生した箇所等において、緊急に実施すべ
き事業を迅速に立ち上げ、又は推進を図る。

◎予 算

○災害対策等緊急事業推進費
２９，６８８百万円（前年度 ２５，０００百万円、１．１９倍）

＜災害対策の部＞

・浸水対策

・法面崩壊対策

＜公共交通安全対策の部＞

・侵入防止対策

対策イメージ

 対策イメージ

 対策イメージ 不法侵入防止強化 

など公共交通の 

安全・安心を確保 

するための対策を 

緊急的に実施する 

事業 

 

 

 

 

被災後直ちに 

堤防強化、法面 

崩壊対策など 

再度災害防止 

のための対策等 

を実施する事業 
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○ 行政経費

１．自立的な広域ブロックの形成

国土形成計画が目指す「多様な広域ブロックが自立的に発展する
国土」を構築するとともに 「経済財政改革の基本方針２００８」、
に定められた地域活性化の戦略を展開するため、地域の創意工夫を
尊重し、かつ国と地方、ハードとソフトの連携を重視しつつ、広域
ブロックの総合的な地域戦略を具体化する上での立ち上げや定住自
立圏等の形成を支援する。

①広域地方計画先導事業（仮称）の創設
広域地方計画に関わるブロック独自の地域戦略について、

地域に根ざした行政、経済主体の実践活動を通じた実現が図
られるよう、地方公共団体や経済団体等による地域発意に基
づく先導的なソフト事業の立ち上げ支援を行う。

②広域ブロック自立施策等推進調査費
広域ブロックの自立的発展に関わる施策等について、地域

の社会経済情勢の足下の現状に対応し、関係各府省による機
動的な調査検討により具体化を進める。

③定住自立圏等形成に向けた地域経営推進事業（仮称）の創設
定住自立圏等の形成を促進するため、地方公共団体が民間

事業者等と協力しつつ、市町村の圏域を越えて、地域住民の
生活に必要な諸機能等を提供し、地域で自立して暮らし続け
られる環境づくりに総合的に取り組む地域経営活動の立ち上
げ支援を行う。

④「新たな公」によるコミュニティ創生支援モデル事業の拡充
高齢化等によりコミュニティ機能が低下している集落等に

おいて、住民、地域団体、ＮＰＯ等の多様な主体が協働して
取り組む、コミュニティ創生を目指す地域資源の発掘・活用
等の活動に加え、個別活動をネットワーク化する中間支援活
動、地域の知恵を集約した地域防災活動等への支援を行う。
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◎予 算

○自立的な広域ブロックの形成
１，７３５百万円（前年度 １，０６７百万円）

うち、

・広域地方計画先導事業（仮称）の創設
３２０百万円（新規）

・広域ブロック自立施策等推進調査費
（ ）８００百万円 前年度 ７００百万円

・定住自立圏等形成に向けた地域経営推進事業（仮称）の創設
２００百万円（新規）

・ 新たな公」によるコミュニティ創生支援モデル事業の拡充「
（ ）４１５百万円 前年度 ３００百万円

広域地方計画に関わるブロック独自の地域戦略について、地域に根ざした行政、経済主体の実践活動を
通じた実現が図られるよう、地方公共団体や経済団体等による地域発意に基づく先導的なソフト事業の
立ち上げ支援を行う。

省庁横断的な分野の政策課題

３．２億円（新規）
広域地方計画先導事業（仮称）の創設

【地域戦略のテーマ例】
①東アジア交流連携： 東アジア向け国際産業集積・物流効率化 等
②持続可能な地域形成： 地域資源を活かした産業の活性化 等
③災害に強い、美しい国土の管理継承： 減災を重視した地域防災力の強化、循環との共生を重視し
た地域づくり 等

【事業の内容】
①地域戦略の実施環境を整備するための基礎調査（市場・ニーズ調査、フィージビリティ調査、人材育
成研修等）
②地域戦略の実現を先導する社会実験活動

実施スキーム

①広域地方計画先導事業を公募
②官民による先導事業の選定（広域地方計画協議会の都府県、政令市又は経済団体等）
③地方公共団体、経済団体等による先導事業の実施
④事業成果の協議会への報告
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「新たな公」によるコミュニティ創生支援モデル事業

高齢化等によりコミュニティ機能が低下している集落等において、住民、地域団体、ＮＰＯ等の多様な主体が協働し、コミュニ

ティを創生しようとする活動をモデル的に実施し、新たな国土形成計画が掲げる「新たな公」による地域づくりの全国展開を通じ、
地域活性化や国土管理上の諸課題への対応を図る。

応募主体： 「新たな公」の担い手となる民間主体
（地域団体、ＮＰＯ等）

想定される活動テーマ：
・集落機能の維持・再編
・国土の管理・継承（耕作放棄地）
・二地域居住・定住促進
・文化伝統等の地域資源の活用

○広域地方計画の内容や質の高い国民生活の構築
の実現に向けて高まる「新たな公」への期待

○モデル事業の成果を共有・蓄積する仕組みの構築

本格的な人口減少・少子高齢化時代

○維持・存続が危ぶまれる集落等が全国で拡大

（過去７年で約１９０の集落が消滅）

○生活への不安、貴重な文化・伝統・風土等

の喪失のおそれ

○国土の荒廃、災害脆弱性の拡大等

地域への誇り・愛着を共有する多様な主体を地域づくりの
担い手として位置づけ、行政と協働し、地域のニーズに応じ
た社会サービスの提供等を行う「新たな公」の活動により、
地域活性化や国土管理上の諸課題への対応を図る必要

課題

地域再生に向けた「新たな公」への期待

平成20年度：予算額：3億円

平成21年度： 拡充項目の例

全国３５７件の応募、９７件選定

２．モデル事業フォローアップの実施

モデル事業
全国97件

(H20)

各ブロックにおいて
特に参考となる
事例を重点的
に分析

ブロックごとの
報告会を開催し
分析結果の
評価等を議論

事例集作成等
ノウハウの継承

【新規】実施した事業のノウハウを分析・蓄積し、人材育成等に活用

４億１５百万円（1.38倍）

１．広域地方計画との連携や質の高い国民生活への貢献

【拡充】 募集テーマに、中間支援組織や地域防災活動などを位置づけ

○ 中間支援組織の創設を通じた
コミュニティ創生

○ 集落全体の防災・防犯活動を通じた
コミュニティ創生
課題：災害弱者への対応

（取組み例） 災害弱者の避難支援

民間
企業

団体間
の連携
がうまく
活か
されて
いない

NPO 専門家

中間支援
組織

地域
団体

民間
企業

有機的な
連携可能

中間支援組織の
コーディネートで

現状
中間支援
組織の創設NPO

（例）
新規開発した特
産物のＰＲ方法
がわからない。

専門家

地域
団体

課題：集落における専門知識、
人脈の不足

地域の防災訓練実施

課題の発見

（例）スロープの製作、手すりの取付け等

避難経路

・地域の専門家、ノウハ
ウなどのデータベース
構築
・企業等による活動資金
提供スキーム等のリ
サーチ

支
援

中間支援組織

○ 住民等による避難経路・施設等の
バリアフリー化作業

定住自立圏等の形成を促進するため、地方公共団体が民間事業者等と協力しつつ、市町村の圏域を越
えて、地域住民の生活に必要な諸機能等を提供し、地域で自立して暮らし続けられる環境づくりに総合的
に取り組む地域経営活動の立ち上げ支援を行う。

２億円（新規）
定住自立圏等形成に向けた地域経営推進事業（仮称）の創設

複数市町村の取組みを全国から公募（20地域程度）。
モデル的な事業の立ち上げを行い、効果や課題を検討。

○応募主体 ： 都道府県、市町村、民間団体

○地域自立・活性化交付金等との一体的な運用に配慮し、ハード・ソフト連携した取
組を支援

事業イメージ例

周辺
市町村

周辺
市町村

中心市

-20

-15

-10

-5

0
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10

15

20

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

転
入
超
過
数

（
万
人

）

東京圏

地方圏

名古屋圏

大阪圏

15.5万人

-15.7万人

地方圏からの人口流出が再び加速

商店街で直売所を運営

地元の農家で取れたての野菜を集荷

商店街の小売店が周辺
市町村へ移動販売

まちなかの基盤整備（ハード）

移動ルートの改良（ハード）

地産地消・移動販売による圏域活性化

商圏・医療圏 通勤・通学圏

買物動向

通院等

通勤圏

通学圏

※山形県新庄市都市圏の状況（定住自立圏構想研究会第１回資料より）

地方でも市町村を越える生活圏
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２．国土形成計画の推進等

①国土形成計画（全国計画・広域地方計画）等の推進
多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築するとと

もに、美しく、暮らしやすい国土の形成を図るため、国土形成
計画に示された東アジアとの円滑な交流・連携等の施策の具体
化、多様な主体の参画へ向けた計画内容の普及・啓発、国土の
姿と現状を継続的・定期的に把握し、提供するための国土のモ
ニタリング、国土の管理と継承のための取り組み等を行う。

②首都機能の移転等に関する調査
「国会等の移転に関する法律」に基づき、国会等の移転（首

都機能の移転）に関連する調査や国民への情報提供など、国会
における検討に必要な協力を行う。

③国土政策の国際連携の推進
経済協力開発機構及び国連ハビタット等の国際機関等と連携

することにより、各国の国土政策関係者との経験と情報の共有
を促進するとともに、国土政策の国際協力を推進するため、諸
外国の国土計画に関する情報の更なる収集・蓄積を図る。

◎予 算

○国土形成計画の推進等
１，０８４百万円（前年度 １，１１４百万円）

うち、

・国土形成計画等の推進 ６２７百万円（前年度 ６２１百万円）

東アジア連携プロジェクト ４７百万円（前年度 ３９百万円）

国土のモニタリングシステムの管理及び国土形成レビューの公表

３６百万円（前年度 ２５百万円）

拡大している無居住地域等の国土管理の状況に関する実態調査

３４百万円（新規） 等

・首都機能の移転等に関する調査
５０百万円（前年度 ２３５百万円）

・国土政策の国際連携の推進
９２百万円（前年度 ８４万円）
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国土形成計画等の推進（東アジア連携プロジェクト）

国土形成計画（全国計画）で掲げられた「アジアに開かれた国土」の実現に向け、東アジアとの円滑な交流・
連携を推進するための施策。有識者間、政策部局間、自治体間の交流・連携を促進する東アジア国土政策
フォーラム（仮称）立ち上げに向けた調査とシームレスアジアの実現に向けた共通交通基盤等調査から構成。

シームレスアジアの実現に向けた共通交
通基盤及び交通回廊形成調査（継続）

シームレスアジアの実現に向けた共通交
通基盤及び交通回廊形成調査（継続）

東アジア国土政策フォーラム（仮称）立ち
上げに向けた主要都市・地域の動向把握
調査（拡充）

東アジア国土政策フォーラム（仮称）立ち
上げに向けた主要都市・地域の動向把握
調査（拡充）

東アジアの持続的な発展への貢献

シームレスアジアの実現

東アジアの活力取り込みによる地域の活性化

○アジア交通専門家ネットワークの概念設計及び国内ネット

ワークの立ち上げ

○共通交通政策重点調査事項に関する先導的な検討の実施

○直接交流のための交通回廊形成のあり方、支援方法等

の検討

○直接交流・連携のパートナー都市／地域の展望等の検討

等

○東アジア規模の国土政策上の共通分析尺度の構築

○東アジア共通課題の整理

○フォーラム立ち上げに向けた有識者による研究会

○フォーラム立ち上げに向けた関係国との意見交換

等

○東アジア国土政策フォーラム（仮称）立ち上げ

・東アジア共通課題解決への貢献

・都市・地域間交流・連携の促進 等

○アジア交通専門家ネットワークの立ち上げ

・アジア共通交通政策の策定促進

○アジア国際交通ネットワーク構想及び推進戦略の作成

・アジアと広域ブロックの直接交流の促進 等

・モニタリング結果等から国土政策上の新たな課題を提起し、深
掘り分析を実施。

・計画の進捗状況を測るための指標を設定の上、各指標に応じた
データを統計分析や意識調査から収集、分析。

・モニタリング結果については、ＨＰ等により毎年度公表するととも
に、国土審議会における進行状況点検のためのデータとして活
用。

国土のモニタリング及び国土形成レビュー（仮称）の公表

・毎年のモニタリング結果、新たな課題
に係る深掘り分析の結果について、２
年に１回程度の頻度で、レポート形式
にまとめた「国土形成レビュー」（仮称）
を公表

・２回目のレビュー（計画策定の約４年
後）は、法定の政策評価（政策レ
ビュー）結果も盛り込む

（新たな視点での課題提起の例）

・地域格差意識の解消

・条件の厳しい地域への対応

・地方都市の再整備

・低炭素型の国土構造 等

新たな国土の課題提示及び深掘り分析の実施

モニタリング指標による計画の進捗状況把握

「国土形成レビュー（仮称）」の公表

（モニタリングに用いる新たな指標の例）

・国民満足度 （生活環境等）

・国民モニターを使ったモニタリング （圏域の広がりへの意識調

査等）

・東アジアとの交流・連携 （交通インフラの整備状況、訪日外国

人旅行者数等）

・圏域の自立度 （人口、経済、生産性等）

・二地域居住の実態 等
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３．国土情報の整備及び地理空間情報の高度な活用の推進

①国土情報の総合的な整備、分析、利用及び提供
国土の状況についての科学的かつ客観的な分析を進めるとと

もに国民が国土の状況をよりよく理解できるようにするため、
国土に関する情報（国土情報）の整備、分析を推進するととも
に、インターネットを通じて広く提供する。

また、国土政策上の新たな要請に的確に対応するため、国土
利用の質的分析を可能とするよう、土地利用区分の詳細化等に
よる高度な土地利用情報の整備に着手する。

②地理空間情報の高度な活用の推進
「地理空間情報活用推進基本法」及び同法に基づく「地理空

間情報活用推進基本計画」が目指す地理空間情報が高度に活用
できる社会を実現するため、多様な分野における地理情報シス
テム（ＧＩＳ）の活用推進を行うとともに、地方公共団体等に
おけるモデル実証調査等を通じて、地理空間情報の整備・更新
・提供・流通のルール等を定めたマニュアル等を作成する。

また、産学官の連携により、高度な人材の育成を強化すると
ともに、教育分野におけるＧＩＳの活用に新たに取り組む。

◎予 算

○国土情報の整備及び地理空間情報の高度な活用の推進
１，０４４百万円（前年度 ８０７百万円）

うち、

・国土利用の質的分析に資する土地利用情報整備
１５０百万円（前年度 ３８百万円）

・大学等との連携による地理空間情報活用専門家育成プロジェクト
４４百万円（前年度 ２７百万円）

・教育分野への地理空間情報の活用推進プロジェクト
６０百万円（新規）
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国土利用の質的分析に資する土地利用情報整備

土地の利用状況およびその変化は、国土政策を立案する上で最も基本的な情報

昭和50年以降5時点のデータ(国土数値情報土地利用メッシュデータ)を作成

最小単位の100mメッシュと1kmメッシュに集計したデータを整備

全国にわたり、経年的に整備・提供されている唯一の土地利用データ

国土利用の質的分析を可能とする高度な土地利用データ整備

土地利用区分の詳細化による国土
利用の質的把握

土地利用分類の詳細化の例
現行(11区分) 新区分
森林 → 広葉樹、針葉樹、その他
建物用地 → 商業地、工業地、住宅地

田 → 耕作、休耕田

国土政策の課題の変化により、土地利用情報に関する新たな要請
（例）
○森林・農地の変化・質等の把握・分析→環境保全・地域政策の立案
○集約型都市構造実現のための市街地外延部の土地利用変化把握

我が国の陸域観測衛
星「だいち(ALOS)」の
センサー画像を利用

インターネットで
無償提供中

更新期間の定期
化・短縮化による
土地利用変動の
分析高度化

ＧＩＳの活用、地図・統計
データへの理解が深まり、
空間的思考力が醸成され
る

ＧＩＳの活用、地図・統計
データへの理解が深まり、
空間的思考力が醸成され
る

自分たちの地域を知るきっ
かけとなり、地域への愛着
が生まれる（潜在的地域づ
くりの担い手育成）

自分たちの地域を知るきっ
かけとなり、地域への愛着
が生まれる（潜在的地域づ
くりの担い手育成）

空間的思考力を持ち、地
図指導、地域調査指導を
行える教員の育成にもつ
ながる

空間的思考力を持ち、地
図指導、地域調査指導を
行える教員の育成にもつ
ながる

プログラムの一例

地域の町並み・
自然等を観察

ＧＩＳにデータを登録、
統計データ等の活用

教育分野への地理空間情報の活用推進プロジェクト【新規】
～（学官共同プロジェクト）初等中等教育における地理空間情報を活用した学習の推進～

日本学術会議や日本地理学会
からは、電子地図やＧＩＳを活用
した教育の重要性が提言され
ている。

【【Ｇ空間行動プラン関連施策Ｇ空間行動プラン関連施策】】

学官共同プロジェクトとして、アプリケーションやプログラ
ムの作成等を行い、モデル校における試行事業を実施。
作成したアプリケーション等は公開し、教育関係者の活
用を促す。

【背景】 【施策内容】

【施策の効果】

電子地図上で
の発表、他校と
の交流



- 15 -

４．総合的な交通体系整備の推進
（政策統括官（国土・国会等移転担当）予算）

①国土形成計画等の推進に資する総合交通体系に関する調査
多様な広域ブロックが自立的に発展する国土の姿を目指す国

土形成計画の推進に資する交通体系整備に向け、地域のモビリ
ティ確保に向けた施策の作成・推進を戦略的に進めるために必
要なノウハウや、同計画のモニタリング内容や実施手法につい
て、総合的観点からの調査・検討を行う。

②全国幹線旅客純流動調査の推進
幹線交通体系の今後のあるべき姿の検討に資するため、平成

２年度以降５年毎に実施されてきた全国幹線旅客純流動調査の
課題・分析結果を踏まえ、平成２２年度に実施予定の第５回調
査に向けて、関係部局と連携して、調査実施手法や補充調査内
容及び実施方法の検討等を行う。

③地方の交通施策立案等の支援
１）環境改善効果に関する調査

交通部門における更なるＣＯ 削減の推進に向けて 「環境２ 、
モデル都市」等各地域における取組を支援するため、運行状
況等を加味した機関別のＣＯ 排出原単位を算出し、地域間の２

差異を検証する。

(ＮＩＴＡＳ)２）総合交通分析システム
の効果的な活用

地方公共団体の交通施策の立案等
を支援するため、地域レベルの交通
施設整備の分析が行えるよう総合交
通分析システムに路線バス情報や安
全・安心の観点から医療施設情報を
新たに加えるほか、交通機関別の
ＣＯ 排出量を図化するシステム機２

能の強化を検討する。
NITAS: National Integrated Transport Analysis System

◎予 算
○総合的な交通体系整備の推進 ８１百万円（前年度 ７２百万円）

うち、
・環境改善効果に関する調査 １０百万円（新規）
・総合交通分析システムに関する調査

１４百万円（前年度 １０百万円）

人口
カバー率

30分圏 29%
60分圏 71%
90分圏 89%

※人口カバー率：時間圏域の人口／九州（沖縄を除く）及び山口県の人口

分析例（九州・山口９空港からの時間圏域分布図）

時間圏域
30分圏
60分圏
90分圏

人口
カバー率

30分圏 29%
60分圏 71%
90分圏 89%

※人口カバー率：時間圏域の人口／九州（沖縄を除く）及び山口県の人口

分析例（九州・山口９空港からの時間圏域分布図）

時間圏域
30分圏
60分圏
90分圏

時間圏域
30分圏
60分圏
90分圏



- 16 -

５．モビリティサポートの推進
（政策統括官（国土・国会等移転担当）予算）

① 地域の様々な課題に対応するため、ユビキタス技術等を活用
することによって、あらゆる歩行者が移動に関連する必要な情
報をいつでも、どこでも手に入れることができる環境を街づく
りの中に構築することが必要。

② 地域の発意による、上記の様な街づくりを目指した地域の先
、 、 、進的な取組のうち 全国的課題の解決に資するもの あるいは

多くの地域に共通する課題の解決に資するものについて 「モビ、
リティサポートモデル事業」を創設し、地方公共団体等 に対※

。して支援する
、 、 、 （ ）※ 地方公共団体 地元商工会 地元企業 地元研究機関などで構成する協議会等 地方公共団体は必須

◎予 算

○モビリティサポートの推進 １３４百万円（新規）
（本施策の推進に関する国土交通省全体要求額 140百万円）

ユニバーサル社会
の形成に向けた
インフラづくり

自動車依存の地域構造
中心市街地の衰退

国際・国内交流の
増加による活性化

幹線交通の開通や国際的イベン
トを契機として、地域内外の移動
者がその場所に応じた交通情報、
観光施設情報、周辺施設情報を
入手可能なシステムを構築

様々な地域の課題

地方公共団体等が主体的に実施する取組

「モビリティサポート
モデル事業」
による支援

成果

全国に
水平展開

モビリティサポートの推進

◇この他、モビリティサポートサービスの向上検討を実施

より多くの人がまちなかを歩き、積極的に活動することが重要

国土交通省

例えば・・・

地域を訪れる人々や居住者の移
動や交流が活発となる魅力あるま
ちづくりとして、交通結節点や地下
空間を対象として、携帯電話を活用
した移動支援システムの構築

様々な課題に応用可能であるユビキタス技術等を活用し、あらゆる歩行者が移動に
関する情報をいつでも、どこでも入手できる環境を街づくりの中に構築する地方公共団
体等の取組

等

ユニバーサル社会
の形成に向けた
インフラづくり

自動車依存の地域構造
中心市街地の衰退

国際・国内交流の
増加による活性化

幹線交通の開通や国際的イベン
トを契機として、地域内外の移動
者がその場所に応じた交通情報、
観光施設情報、周辺施設情報を
入手可能なシステムを構築

幹線交通の開通や国際的イベン
トを契機として、地域内外の移動
者がその場所に応じた交通情報、
観光施設情報、周辺施設情報を
入手可能なシステムを構築

様々な地域の課題

地方公共団体等が主体的に実施する取組

「モビリティサポート
モデル事業」
による支援

成果

全国に
水平展開

モビリティサポートの推進

◇この他、モビリティサポートサービスの向上検討を実施

より多くの人がまちなかを歩き、積極的に活動することが重要

国土交通省

例えば・・・

地域を訪れる人々や居住者の移
動や交流が活発となる魅力あるま
ちづくりとして、交通結節点や地下
空間を対象として、携帯電話を活用
した移動支援システムの構築

様々な課題に応用可能であるユビキタス技術等を活用し、あらゆる歩行者が移動に
関する情報をいつでも、どこでも入手できる環境を街づくりの中に構築する地方公共団
体等の取組

等


